



































































































自県／県外進学率 30％／ 70％ 30％／ 70％
対18歳人口収容率 12.5％ 5.0％


































































大学進学率 自県進学率 県外進学率 自県／全体
1990 2015 90–15 1990 2015 90–15 1990 2015 90–15 1990 2015 90–15
北海道 16.7 41.6 25.0 11.7 28.4 16.7 5.0 13.2 8.3 70.3 68.3 66.9
青　森 15.4 36.3 21.0 3.7 13.6 9.9 11.7 22.8 11.1 23.9 37.3 47.1
岩　手 16.7 35.5 18.9 4.1 9.6 5.5 12.6 26.0 13.4 24.4 26.9 29.1
宮　城 20.3 46.4 26.1 11.5 26.6 15.1 8.8 19.8 11.0 56.7 57.3 57.8
秋　田 16.9 37.5 20.7 4.3 8.9 4.6 12.6 28.6 16.0 25.2 23.7 22.5
山　形 18.8 38.8 20.0 3.6 7.5 4.0 15.2 31.3 16.0 18.9 19.4 19.8
福　島 17.7 37.8 20.1 3.2 7.3 4.1 14.5 30.6 16.0 18.0 19.2 20.3
茨　城 19.9 51.7 31.8 3.0 10.3 7.4 17.0 41.4 24.4 14.9 20.0 23.2
栃　木 23.6 48.5 24.9 3.7 11.1 7.5 19.9 37.3 17.4 15.6 23.0 30.0
群　馬 20.5 46.4 25.8 2.7 13.3 10.6 17.8 33.1 15.2 13.1 28.7 41.0
埼　玉 19.6 51.1 31.5 4.3 15.9 11.6 15.3 35.2 19.9 22.1 31.1 36.7
千　葉 23.4 52.6 29.1 5.3 16.9 11.7 18.1 35.6 17.5 22.6 32.2 40.0
東　京 33.5 73.4 39.9 20.8 48.0 27.2 12.7 25.4 12.7 62.2 65.4 68.1
神奈川 27.3 55.5 28.2 9.6 22.3 12.7 17.7 33.2 15.5 35.2 40.2 45.1
新　潟 18.0 43.0 25.0 3.1 15.6 12.4 14.9 27.4 12.5 17.3 36.2 49.8
富　山 27.6 44.6 17.0 5.9 8.6 2.6 21.7 36.0 14.3 21.4 19.2 15.6
石　川 25.1 48.3 23.2 7.6 20.7 13.2 17.5 27.6 10.1 30.1 42.9 56.6
福　井 25.1 46.9 21.8 4.6 13.5 8.9 20.5 33.5 12.9 18.2 28.7 40.8
山　梨 25.5 56.2 30.6 4.0 15.4 11.3 21.5 40.8 19.3 15.8 27.4 37.0
長　野 20.5 42.9 22.4 1.6 7.4 5.9 18.9 35.4 16.5 7.6 17.4 26.3
岐　阜 23.7 45.5 21.8 3.3 8.6 5.4 20.5 36.9 16.4 13.7 18.9 24.7
静　岡 23.3 48.4 25.2 2.6 13.4 10.9 20.7 35.0 14.3 11.0 27.7 43.3
愛　知 26.5 52.4 25.8 14.4 37.7 23.3 12.1 14.7 2.5 54.3 72.0 90.2
三　重 22.9 44.3 21.4 3.6 9.4 5.9 19.4 34.9 15.5 15.5 21.3 27.4
滋　賀 23.5 47.5 24.0 1.4 9.9 8.5 22.1 37.6 15.5 6.1 20.9 35.4
京　都 29.5 64.4 34.9 14.5 32.2 17.7 15.0 32.2 17.2 49.1 50.0 50.8
大　阪 25.5 55.5 30.1 11.9 30.8 18.9 13.6 24.7 11.1 46.6 55.5 63.0
兵　庫 29.1 54.8 25.7 10.2 24.6 14.4 18.9 30.3 11.3 35.0 44.8 55.9
奈　良 28.1 59.2 31.0 3.7 8.7 5.0 24.4 50.5 26.1 13.2 14.7 16.1
和歌山 21.5 41.8 20.2 1.2 4.4 3.1 20.3 37.4 17.1 5.8 10.4 15.4
鳥　取 20.7 38.1 17.4 2.7 5.7 2.9 18.0 32.4 14.4 13.1 14.9 17.0
島　根 22.8 39.6 16.8 3.3 5.7 2.4 19.5 33.9 14.4 14.4 14.4 14.3
岡　山 28.4 46.0 17.6 7.3 20.0 12.7 21.2 26.1 4.9 25.5 43.3 72.1
広　島 28.3 53.4 25.1 9.9 28.1 18.3 18.4 25.3 6.8 34.8 52.7 72.9
山　口 23.8 38.1 14.4 3.6 9.5 5.9 20.2 28.6 8.4 15.0 24.9 41.2
徳　島 26.8 43.2 16.4 5.7 15.6 9.9 21.1 27.6 6.5 21.3 36.2 60.4
香　川 28.4 47.7 19.4 4.0 8.5 4.5 24.4 39.3 14.9 14.0 17.7 23.1
愛　媛 27.5 47.0 19.6 7.4 15.3 8.0 20.1 31.7 11.6 26.8 32.6 40.8
高　知 18.2 40.8 22.6 2.0 8.2 6.2 16.2 32.6 16.4 11.0 20.1 27.5
福　岡 25.2 47.5 22.3 15.5 30.3 14.8 9.8 17.2 7.5 61.3 63.7 66.5
佐　賀 20.7 39.1 18.4 2.9 5.4 2.5 17.8 33.7 15.9 14.0 13.8 13.6
長　崎 21.0 36.9 15.9 3.8 12.2 8.4 17.2 24.7 7.6 18.2 33.0 52.5
熊　本 21.4 40.6 19.2 8.4 18.6 10.2 12.9 21.9 9.0 39.5 45.9 53.0
大　分 24.5 36.8 12.3 3.4 8.5 5.0 21.1 28.3 7.3 14.1 23.0 40.8
宮　崎 19.4 36.5 17.1 3.1 10.2 7.1 16.3 26.3 9.9 15.9 28.0 41.7
鹿児島 20.2 35.1 14.9 7.4 11.5 4.1 12.8 23.6 10.7 36.6 32.8 27.8





1990 2015 90–15 1990 2015 90–15 1990 2015 90–15
北海道 17.4 38.5 21.1 −0.7 3.1 3.9 5.0 10.1 5.1
青　森 10.4 23.5 13.1 5.0 12.8 7.9 6.7 9.9 3.2
岩　手 10.7 20.0 9.3 6.0 15.5 9.6 6.6 10.4 3.8
宮　城 29.2 53.0 23.8 −8.9 −6.6 2.3 8.8 19.8 11.0
秋　田 8.7 21.3 12.6 8.2 16.2 8.1 4.4 12.4 8.0
山　形 10.1 23.9 13.8 8.7 14.9 6.2 6.5 16.4 9.8
福　島 10.2 16.2 6.0 7.5 21.6 14.1 7.0 8.9 1.9
茨　城 11.9 25.5 13.6 8.0 26.2 18.2 8.9 15.2 6.2
栃　木 10.1 25.1 15.0 13.5 23.4 9.9 6.4 14.0 7.5
群　馬 9.7 33.1 23.4 10.8 13.3 2.4 7.0 19.8 12.8
埼　玉 21.7 47.3 25.6 −2.1 3.8 5.9 15.3 31.4 16.1
千　葉 20.7 46.4 25.7 2.7 6.2 3.4 15.4 29.5 14.0
東　京 69.2 142.8 73.6 −35.7 −69.4 −33.7 12.7 25.4 12.7
神奈川 34.4 62.7 28.3 −7.1 −7.2 −0.1 17.7 33.2 15.5
新　潟 7.9 27.4 19.5 10.1 15.6 5.5 4.8 11.8 7.1
富　山 12.8 23.1 10.3 14.8 21.5 6.7 6.9 14.5 7.7
石　川 25.2 52.1 26.9 −0.1 −3.8 −3.7 17.5 27.6 10.1
福　井 13.3 26.7 13.4 11.8 20.2 8.4 8.7 13.2 4.5
山　梨 23.9 48.9 25.0 1.6 7.3 5.6 19.9 33.5 13.7
長　野 7.5 16.3 8.8 13.0 26.6 13.6 5.9 8.9 2.9
岐　阜 11.3 21.8 10.5 12.4 23.7 11.3 8.0 13.2 5.1
静　岡 7.2 22.6 15.4 16.1 25.8 9.8 4.6 9.2 4.5
愛　知 25.0 58.1 33.1 1.5 −5.7 −7.3 10.6 14.7 4.1
三　重 9.2 17.8 8.6 13.7 26.5 12.8 5.6 8.4 2.7
滋　賀 7.2 51.6 44.4 16.3 −4.1 −20.4 5.8 37.6 31.8
京　都 68.4 139.0 70.6 −38.9 −74.6 −35.7 15.0 32.2 17.2
大　阪 26.9 62.7 35.8 −1.4 −7.2 −5.7 13.6 24.7 11.1
兵　庫 23.1 50.6 27.5 6.0 4.2 −1.8 12.9 26.0 13.1
奈　良 19.1 37.2 18.1 9.0 22.0 12.9 15.4 28.5 13.1
和歌山 5.3 15.7 10.4 16.2 26.1 9.8 4.1 11.3 7.3
鳥　取 11.2 27.4 16.2 9.5 10.7 1.2 8.5 21.7 13.3
島　根 9.7 22.3 12.6 13.1 17.3 4.2 6.4 16.6 10.2
岡　山 18.9 47.0 28.1 9.5 −1.0 −10.5 11.6 26.1 14.4
広　島 21.3 48.1 26.8 7.0 5.3 −1.7 11.4 20.0 8.5
山　口 14.5 34.0 19.5 9.3 4.1 −5.1 10.9 24.5 13.6
徳　島 15.6 36.9 21.3 11.2 6.3 −4.9 9.9 21.3 11.4
香　川 12.7 22.6 9.9 15.7 25.1 9.5 8.7 14.1 5.4
愛　媛 13.5 27.6 14.1 14.0 19.4 5.5 6.1 12.3 6.1
高　知 9.8 29.1 19.3 8.4 11.7 3.3 7.8 20.9 13.1
福　岡 33.9 53.5 19.6 −8.7 −6.0 2.7 9.8 17.2 7.5
佐　賀 11.2 19.6 8.4 9.5 19.5 10.0 8.3 14.2 5.9
長　崎 9.0 25.7 16.7 12.0 11.2 −0.8 5.2 13.5 8.3
熊　本 19.4 33.3 13.9 2.0 7.3 5.3 11.0 14.7 3.7
大　分 14.7 25.5 10.8 9.8 11.3 1.5 11.3 17.0 5.8
宮　崎 8.6 21.1 12.5 10.8 15.4 4.6 5.5 10.9 5.4
鹿児島 15.6 20.9 5.3 4.6 14.2 9.6 8.2 9.4 1.2

























期間 75–80 80–85 85–90 90–95 95–00 00–05 05–10 10–15
相関係数 .909* .851* .786* .724* .776* .751* .739* .467*
　　*<.01
表6をみると，自県進学率の増加分には，収容率の増加分がすべての期間において正の相関と
なった。つまり，収容率の増加分が大きい地域においては，自県進学率がより上昇したといえる。
また県外進学率の増加分についても，表6と同様に収容率の増加分との相関係数を算出したがほ
ぼすべての期間において，収容率の増加分と有意な相関を示さなかった（14）。つまり，収容率の増
加分は自県進学率には影響するものの，県外進学率には影響を及ぼさないと考えられる。
（3）自県／県外進学率と大学進学率
次に，自県進学率，県外進学率の増加と大学進学率の関係を検討するために，表7には1990年
から2015年にかけての自県進学率の増加分によって5ポイントごとに都道府県を3区分に分け，
各区分における2015年の大学進学率の平均値を示した。
表7によれば，自県進学率の増加分が10ポイント以上の都道府県の2015年の大学進学率の平
均値は51.4％となった。これに対して，自県進学率の増加分が5ポイント以上10ポイント未満の
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県では43.1％，自県進学率の増加分が5ポイント未満の県では40.0％となった。これらの結果は，
自県進学者が増加した地域において2015年の大学進学率が高い値となったことを示している。
また，表6で確認したように，自県進学率の増加分と収容率の増加分は正の相関であるので，当
然のことではあるが，自県進学率の増加分が大きい都道府県には収容率の増加分が大きい都道府
県が並び，自県進学率の増加分が小さい県には収容率の増加分が小さい県が並ぶ結果となった。
表7．1990年から2015年の自県進学率の増加分別の2015年の大学進学率の平均値
自県進学率の増加分 2015年の進学率の平均値 都道府県（各区分内の順番は大学進学率によって降順）
10ポイント以上 51.4％ 東京／愛知／大阪／広島／京都／北海道／宮城／福岡／兵庫／石川／神奈川／岡山／新潟／千葉／埼玉／山梨／静岡／群馬／熊本
5ポイント以上
10ポイント未満 43.1％
徳島／青森／沖縄／福井／滋賀／長崎／愛媛／栃木／茨城／宮崎／
高知／山口／長野／三重／岩手／岐阜／大分／奈良
5ポイント未満 40.0％ 秋田／香川／鹿児島／福島／山形／和歌山／鳥取／富山／佐賀／島根
また，県外進学率の増加分と2015年の大学進学率にも同様に5ポイントごとに都道府県を3区
分（ただし，10ポイント未満には5ポイント未満の2県，15ポイント以上には20ポイント以上の2県を含ん
だ）に分け，各区分における2015年の大学進学率の平均値を求めた。その結果，県外進学率の増
加分が15ポイント以上の府県で2015年の大学進学率の平均値が47.4％，県外進学率の増加分が
10ポイント以上15ポイント未満の都府県で45.8％，県外進学率の増加分が10ポイント未満の道
県で43.0％という結果となった。県外進学率の増加分が大きいほど，2015年の大学進学率が高い
という結果が得られたが，各区分による差は自県進学率よりも県外進学率による区分の方が小さ
いという結果となった。
県外進学率の増加分の影響を詳細に検討するために，表8には，1990年から2015年にかけての
構造的県外進学率の増加分によって5ポイントごとに都道府県を4区分に分け，各区分における
2015年の大学進学率の平均値を示した。
表8．1990年から2015年の構造的県外進学率の増加分別の2015年の大学進学率の平均値
構造的県外進学率の増加分 2015年の進学率の平均値 都道府県（各区分内の順番は大学進学率によって降順）
10ポイント以上 44.7％ 茨城／福島／長野／奈良／三重／岐阜／沖縄／佐賀
5ポイント以上
10ポイント未満 43.7％
栃木／和歌山／静岡／岩手／鹿児島／香川／福井／秋田／青森／
富山／山形／埼玉／山梨／新潟／愛媛／熊本
0ポイント以上
5ポイント未満 43.8％
宮崎／島根／北海道／千葉／高知／福岡／群馬／宮城／大分／鳥
取
0ポイント未満
（負の値） 51.5％
神奈川／長崎／広島／兵庫／石川／徳島／山口／大阪／愛知／岡
山／滋賀／東京／京都
表8では1990年から2015年にかけての構造的県外進学率の増加分が正の値となる道県におい
ては，2015年の大学進学率の平均値が44.7％，43.7％，43.8％となっているが，構造的県外進学
率の増加分が負の値となる都府県においては2015年の大学進学率の平均値が51.5％となった。
以上の結果より示唆されるのは，県外進学率の中でも，構造的県外進学率の増加分が大きい県に
おいては，小さい地域に比べて，相対的に2015年の大学進学率が低いということである。
5　考察と今後の課題
（1）考察
以上の本稿の議論をまとめると以下の3点に要約できる。第一に，1990年以降，自県進学率は
確かに増加しているが，同時に県外進学率も増加している。さらにその内実に着目すると，県外
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進学を志向する者が増えたこともあるが，構造的に県外に進学をせざるを得ない状況が強まって
いる地域も存在することが背景にある。第二に，1990年以降においても収容率の増加分は自県進
学率の増加分との相関はみられるが，県外進学率の増加分との相関はみられないことである。第
三に，自県進学者の増加分が大きい地域では，大学教育がユニバーサル型に達しつつあるが，そ
うでない地域ではマス型の段階にあることである。
1991年の大学設置基準の大綱化以降，収容率の増加によって大学進学率は大きく上昇した。
しかしながら，実態としては進学率が大きく上昇した地域とそうではない地域があり，都道府県
間の格差が増大したことが指摘されている。この背景には先行研究や本稿が指摘してきたように，
収容率の増加が大きな地域においては自県進学率が増加することによって，結果として進学率全
体が上昇するといった構図が成立している面がある。他方，収容率が増加した地域であっても進
学需要に対して，収容率の増加が小さかった地域においては構造的県外進学率が上昇している。
このような地域では，進学率の上昇は県外進学率の上昇に依存しているため，大学進学率全体は，
収容率が大きく増加した地域に比べて相対的に上昇しなかった。ここで興味深いのは，収容率の
違いによって大学教育の段階に差が出ているということである。
これらに関しては，先行研究が，地域移動にかかるコスト，ジェンダー意識，地元志向などを
明らかにしてきたように，自県進学を志向する存在が背景にあるだろう。
そこで1つの仮説を提示したい。それは，大学教育がユニバーサル型の段階に転換する際に大
きく寄与する社会階層は住んでいる地域の周辺への進学を想定している者が多いというものであ
る。つまり，自宅周辺に進学できる大学が存在すれば，大学進学を選択するが，そうでない場合
においては，理由は様々考えられるが，大学進学を選択しないという社会階層が存在していると
いうことである。この仮説に基づけば，収容率の増加が自県進学率の上昇に寄与し，結果として
進学率が上昇するという説明に合点がいく。
他方，収容率の増加が小さかった都道府県では県外進学率の増加によって進学率を上昇させて
きたということになるが，この中には，本来であれば自県進学を希望しているにも拘らず「非選
択的」に県外進学をしている者も一定数存在すると考えられる。それは，自県に充分に大学進学
機会が確保されている（構造的県外進学率が負である）都府県における県外進学率は平均して25.9％
であるのに対して，自県に充分に大学進学機会が確保されていないと考えられる（構造的県外進学
率が15％以上である）県における県外進学率は平均して34.5％という結果にも裏付けられるように，
収容率の増加が小さかった地方圏に位置する地域では，「非選択的」に県外大学に進学している
者が存在する可能性が大きいことを指摘できる。さらに言えば，このことによって，進学を断念
している者が存在する可能性は大いにある。
以上の議論より，大学教育が大衆化していく中で，より「選択的」な進学が増加している一方
で，大学進学機会の小さい地方圏においては「非選択的」な進学を迫られるケースが増えている
可能性が示唆されたといえる。
このことを踏まえると，高校教育の現場では進路指導場面における生徒の進路選択の内実の多
様性に留意する必要がある。具体的には，構造的県外進学率が高い県においては，当然のように
県外進学が行われるが，実際は県内に進学したいという希望や，県内に進学先がないことから進
学を断念する生徒がいる可能性を常に持つ必要があり，それに伴うサポートが求められるだろう。
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（2）今後の課題
本稿では，構造的県外進学率が大きいことを示し，「非選択的」に大学進学する者の存在の可
能性を示唆したが，現実的には，地方圏に満足しておらず，純粋に県外への進学が選択された結
果，県外進学率が大きくなっている可能性もある。県外進学率が高い地域における進学希望地に
おいて県外志向性がみられるかどうか，またなぜ県外を志向する／しないのかを検討することは，
今後大学教育が拡充していく中での障壁を取り除くといった意味や進路指導を充実させる素材と
なるという意味で重要な研究課題となりうるだろう。
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